
様式第1号（第4条関係）
令和　　年　　月　　日

（あて先）岐阜市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　）　　－


補助金等交付申請書


　岐阜市補助金等交付規則第4条の規定により、次のとおり申請します。


	補助事業等の名称
	岐阜市建築物等耐震化促進事業

	補助事業等の目的及び内容
	建築物耐震診断事業

	補助金等の交付申請金額
	　　　　　　　　　　円

	添付書類
	　・　事業計画書（様式第1号その1）




様式第1号（その1）（第6条関係）
建築物耐震診断事業

事業計画書

	1　建築物の種類
	

	2　建築物の所在地
	　岐阜市

	3　建築物の用途
	

	4　建築物の構造
	

	5　建築年次
	
	7　延べ面積
	㎡

	6　階数
	
	8　住宅部分の床面積
	㎡

	9　耐震診断を行う者
	【ｱ．資格】（　　　）建築士（　　　）登録　　第　　　　　　号
【ｲ．氏名】
【ｳ．建築士事務所名】
（　　　）建築士事務所（　　　）知事登録　　第　　　　　　号
【ｴ．住所】
【ｵ．電話番号】

	10　実施予定期間
	　年　　月　　日　　～　　　　　　年　　月　　日

	11　添付資料
	①　建築物の建築時期及び所有者が確認できる書類の写し（家屋の課税明細書、固定資産税納税義務者（登録事項）証明書の写し等）
②　耐震診断を行う建築士の免許証の写し（要安全確認計画記載建築物にあっては、建築士の免許証及び登録資格者講習修了証明書の写し）
③　建築物の平面図及び立面図
④　建築物が建築基準法第3条第2項の規定の適用を受ける既存不適格建築物となった日以前の建築基準法令への適合状況を確認できる書類（要安全確認計画記載建築物の場合のみ）
⑤　要安全確認計画記載建築物の対象であることが確認できる書類（要安全確認計画記載建築物の場合のみ）
⑥　耐震診断費の見積書の写し
⑦　相手方登録申請書（未登録の方又は登録事項に変更がある方のみ）
⑧　補助金の補助対象費用が他の補助事業による補助金等と同じでないことを確認できる書類（岐阜県又は岐阜市が交付する他の補助事業による補助金等を受けている場合のみ）
⑨　その他必要と認める書類


注1　添付資料については、不要な箇所は、＝で抹消すること。
注2　要安全確認計画記載建築物とは、岐阜県耐震改修促進計画別表1に記載された建築物又は同計画別表2に記載された道路に接する通行障害既存耐震不適格建築物をいう。


